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老人ホーム
　住居と様々なサービスが一体化されて提供される施設です。施設の種類
によって特徴、入居時の身体条件や費用などが異なります。
　都内の施設の一覧は、東京都福祉局のホームページで確認できます。
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetsu/gaiyo/
osagashi.html

施　　設 対象・条件など 入所

養護老人ホーム
経済的及び環境上、在宅で生活する
ことが困難な65歳以上の方
（身のまわりのことは自分でできる方）

区で申請を受け入所
判定を行っています。

軽費老人ホーム
（4種類）

家庭環境、住宅事情などの理由によ
り、在宅で生活することが困難な
60 歳以上の方が低額な料金で利用
できます。

直接希望する施設へ

A 型 食事の提供や日常生活上の援助が必要な方
所得制限あり

B 型 自炊のできる方　所得制限あり

ケアハウス
自炊ができない程度の身体機能の低下などがある方

都 市 型

有料老人ホーム

おおむね 60 歳以上の方が利用でき
る、食事や生活サービスが提供され
る施設です。介護付、住宅型などが
あります。

直接
希望する施設へ

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）
介護老人保健施設
介護医療院

介護保険「施設サービス」です。
35ページをご覧ください。

認知症対応型共同生活
介護（グループホーム）

介護保険「地域密着型サービス」です。
35ページをご覧ください。

お問合せ

○養護老人ホーム
　高齢政策課　特別援護係
　☎ 3579-2292

○軽費老人ホーム
　入所相談・申込 : 各施設へ

○有料老人ホーム　　入所相談・申込 : 各施設へ
   【又は公益社団法人全国有料老人ホーム協会
  ☎ 5207-2763（入居相談）】
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介護保険・介護予防サービス

（1）介護保険
介護関連事業の流れ

4

介護保険のご案内
　65歳に到達した月に被保険者証と一緒に「板橋区の介護保険」を送付し
ています。
　また、さらに詳しい内容の「介護保険のしおり」を下記窓口に置いています。
介護保険課、福祉事務所（板橋・赤塚・志村福祉課）、区民事務所、おとし
より相談センターなど

一般介護予防事業

(P41 参照)

(

Ｐ

参
照)

(

Ｐ

参
照)

スクリーニング(対象者を選定すること)

介護予防・日常生活支援総合事業

要介護(要支援)認定

居宅介護

支援事業

者による

ケアマネ

ジメント

 (P40 参照) 
生きがい

活動など

おとしより相談センターによる

介護予防ケアマネジメント

(ケアプラン作成・評価)

自立した生活

が送れる方

生活機能の低下

がみられた方

要支援 1・2 に

認定された方

元気力(生活機能)

チェックシートの実施(P39参照)

要介護 1～５に

認定された方

おとしより相談センターへ相談

65 歳以上(第１号被保険者全ての方)

非該当の方

おとしより相談センター
または介護予防支援の指
定を受けた居宅介護支援
事業所による介護予防

ケアマネジメント
(ケアプラン作成・評価)

39
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介護保険は「予防」と「安心」で暮らしを支える制度です

介護保険
わかりやすい利用の手引き

のしおり

刊行物番号
R08-30

無断転載・複製禁止
冊子内の本文には、見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを採用しています。

この冊子は環境に配慮し、
植物油インキを使用しています。

受 付 場 所 住　所 電 話 番 号
介護保険課 板橋 2-66-1（板橋区役所北館 2階） ☎ 3579-2357

板橋福祉課 栄町 36-1（グリーンホール内 3階） ☎ 3579-2322

赤塚福祉課 赤塚 6-38-1（赤塚庁舎内地下 1階） ☎ 3938-5126

志村福祉課 蓮根 2-28-1 ☎ 3968-2331

認定申請受付場所

内 容 担 当 部 署 電 話 番 号
● 制度全般 介護保険課介護DX推進係 ☎3579-2357

● 資格

介護保険課資格保険料係 ☎3579-2359● 被保険者証

● 介護保険料

● 認定申請・結果 介護保険課認定係 ☎3579-2441

● 給付

介護保険課給付係 ☎3579-2356● 負担割合証

● 負担限度額認定証

● 介護予防事業
生涯活躍推進課シニア地域づくり係 ☎3579-2376

生涯活躍推進課フレイル・介護予防係 ☎3579-2293

● 高齢者総合相談
おとしより相談センター（地域包括支援センター） 31ページ参照

高齢政策課高齢者相談・給付係 ☎3579-2464

● 介護保険に関する
相談・苦情

介護保険課介護事業者係（相談担当） ☎3579-2079

東京都介護保険審査会（認定結果の不服について） ☎5320-4293

東京都国民健康保険団体連合会
（サービス事業に対する苦情） ☎6238-0177

お問い合わせ一覧

令和8年度（2026年度）
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介護保険のサービスを利用するには

❶　要介護（要支援）認定の申請をします。
　申請は、利用者本人または家族のほか、おとしより相談センター（地域包括支
援センター）などに代行してもらうこともできます。
■対象者　
・65歳以上の方（第 1号被保険者）
・40歳以上 65歳未満で医療保険に加入している方（第 2号被保険者）
■申請窓口
・介護保険課（区役所北館 2階⑭窓口 59ページ参照）
・各福祉課（板橋・赤塚・志村福祉課）（65ページ参照）
■申請に必要なもの
・要介護・要支援認定申請書
・介護保険被保険者証

介護保険のサービスを利用するには、要介護認定の申請が必要です。

　※「サービス・活動事業（40ページ参照）」通所型のサービス利用には、
認定申請が必要ない場合があります。詳しくは各担当のおとしより相談セ
ンター（地域包括支援センター）へご相談ください。

申請書には、主治医の氏名、医療機関名、所
在地、電話番号、前回診察日などを記入します。

❷　認定調査と主治医意見書の作成が行われます。

  ■認定調査
  認定調査員（区職員、ケアマネジャー等）
  が自宅などを訪問し、心身の状況を
  調べるために、聞き取り調査などを
  します。

■主治医意見書
利用者本人の主治医に対し、介護を
必要とする原因疾患などについての
意見書の作成を区から依頼します。
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❸　審査・判定されます。
■コンピュータ判定（一次判定）
公平に判定するため、認定調査の結果はコンピュータで処理されます。
■介護認定審査会が審査・判定（二次判定）
一次判定の結果と、認定調査における特記事項、主治医意見書をもとに、介護認
定審査会が総合的に審査し、要介護状態区分が決められます。

❹　審査結果にもとづいて認定結果が通知されます。
以下の要介護状態区分に認定されます。結果が記載された「認定結果通知書」と

「介護保険被保険者証」が届きますので、記載されている内容を確認してください。

要介護 1～ 5
生活機能の維持・改善を図ることが適切な方です。
○介護保険の介護サービスが利用できます。
　→P33～ 36

要支援 1・2

生活機能が改善する可能性の高い方などです。
○介護保険の介護予防サービス→P33～ 36
○サービス・活動事業が利用できます。
　→P39・40

非 該 当

「元気力（生活機能）チェックシート」（39ページ参照）
を実施します。
⇒事業対象者に該当する方
○サービス・活動事業が利用できます。
　→P39・40
⇒事業対象者に該当しない方
○一般介護予防事業が利用できます。→P41

認定結果の有効期間と更新手続き
原則の認定有効期間…（新規）6か月 （更新認定）12か月
認定の効力発生日……（新規）認定申請日（更新認定）前回認定の有効期間満了日
                                  翌日
要介護・要支援認定は、有効期間満了前に更新手続きが必要です。更新の申請は、
要介護認定の有効期間満了日の 60日前から受け付けます。

お問合せ
介護保険課　認定係　
☎ 3579-2441
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介護保険のサービスを利用するには

❶　要介護（要支援）認定の申請をします。
　申請は、利用者本人または家族のほか、おとしより相談センター（地域包括支
援センター）などに代行してもらうこともできます。
■対象者　
・65歳以上の方（第 1号被保険者）
・40歳以上 65歳未満で医療保険に加入している方（第 2号被保険者）
■申請窓口
・介護保険課（区役所北館 2階⑭窓口 59ページ参照）
・各福祉課（板橋・赤塚・志村福祉課）（65ページ参照）
■申請に必要なもの
・要介護・要支援認定申請書
・介護保険被保険者証

介護保険のサービスを利用するには、要介護認定の申請が必要です。

　※「サービス・活動事業（40ページ参照）」通所型のサービス利用には、
認定申請が必要ない場合があります。詳しくは各担当のおとしより相談セ
ンター（地域包括支援センター）へご相談ください。

申請書には、主治医の氏名、医療機関名、所
在地、電話番号、前回診察日などを記入します。

❷　認定調査と主治医意見書の作成が行われます。

  ■認定調査
  認定調査員（区職員、ケアマネジャー等）
  が自宅などを訪問し、心身の状況を
  調べるために、聞き取り調査などを
  します。

■主治医意見書
利用者本人の主治医に対し、介護を
必要とする原因疾患などについての
意見書の作成を区から依頼します。
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❸　審査・判定されます。
■コンピュータ判定（一次判定）
公平に判定するため、認定調査の結果はコンピュータで処理されます。
■介護認定審査会が審査・判定（二次判定）
一次判定の結果と、認定調査における特記事項、主治医意見書をもとに、介護認
定審査会が総合的に審査し、要介護状態区分が決められます。

❹　審査結果にもとづいて認定結果が通知されます。
以下の要介護状態区分に認定されます。結果が記載された「認定結果通知書」と

「介護保険被保険者証」が届きますので、記載されている内容を確認してください。

要介護 1～ 5
生活機能の維持・改善を図ることが適切な方です。
○介護保険の介護サービスが利用できます。
　→P33～ 36

要支援 1・2

生活機能が改善する可能性の高い方などです。
○介護保険の介護予防サービス→P33～ 36
○サービス・活動事業が利用できます。
　→P39・40

非 該 当

「元気力（生活機能）チェックシート」（39ページ参照）
を実施します。
⇒事業対象者に該当する方
○サービス・活動事業が利用できます。
　→P39・40
⇒事業対象者に該当しない方
○一般介護予防事業が利用できます。→P41

認定結果の有効期間と更新手続き
原則の認定有効期間…（新規）6か月 （更新認定）12か月
認定の効力発生日……（新規）認定申請日（更新認定）前回認定の有効期間満了日
                                  翌日
要介護・要支援認定は、有効期間満了前に更新手続きが必要です。更新の申請は、
要介護認定の有効期間満了日の 60日前から受け付けます。

お問合せ
介護保険課　認定係　
☎ 3579-2441
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要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

×
「サービス・活動事業」の

訪問型サービス（P40）が利用できます。
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

介護サービス・介護予防サービスの内容
● 個人の心身の状態に合わせたケアプラン・介護予防ケアプランを作り、
　それに基づいてサービスを利用します。

○介護サービス（要介護 1～ 5）

在宅でサービスを利用したい　
　依頼する居宅介護支援事業者を選び、ケア
マネジャーと面接して、ケアプランを作成して
もらいます（自己作成することもできます）。
介護保険サービスを提供する事業者と契約し、
ケアプランに基づいたサービスを利用します。

施設に入所したい（P35）
　入所を希望する施設に、利用者が直接申
込み契約します。入所した施設のケアマネ
ジャーに作成してもらったケアプランに基
づき、サービスを利用します。

①在宅サービス（介護予防サービス含む）
　居宅を訪問してもらう訪問系サービスや施設に通って受ける通所系サービ
スなどがあります。組み合わせて利用することができます。

種　類 内　容

訪 問 介 護
（ホームヘルプサービス）

ホームヘルパー（訪問介護員）による居宅での身体介護や生活援助を行い
ます。

訪 問 入 浴 介 護 居宅を訪問し移動入浴車などで、入浴介護を行います。

訪問リハビリテーション 理学療法士や作業療法士などが居宅を訪問し、リハビリをします。

訪 問 看 護 看護師などが居宅を訪問し、病状の観察や床ずれのケアなどを行います。

居 宅 療 養 管 理 指 導 医師、歯科医師、薬剤師などが居宅を訪問し、療養上の健康管理や指導・
助言を行います。

通 所 介 護
（ デ イ サ ー ビ ス ）

デイサービスセンターなどで日常生活上の支援や、生活行為向上のための支
援を日帰りで行います。

通所リハビリテーション
（ デ イ ケ ア ）

介護老人保健施設や医療機関などで、日常生活上の支援や、生活行為向上
のためのリハビリを日帰りで行います。

特定施設入居者生活介護 有料老人ホームなどに入居している方に、日常生活上の支援や介護を提供し
ます。

短 期 入 所 生 活 介 護
（ シ ョ ー ト ス テ イ ）

特別養護老人ホームなどに短期間入所した方に、日常生活上の支援や機能
訓練などを行います。

短 期 入 所 療 養 介 護
（医療型ショートステイ）

介護老人保健施設などに短期間入所した方に、医療上のケアを含む日常生活
上の支援や機能訓練、医師の診察などを行います。
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● サービスを利用した場合、原則としてかかった費用の 1割～ 3割をサー
　 ビス事業者に支払います。自己負担割合は所得に応じて決まります。
    ※利用者負担の軽減制度があります（37ページ参照）。

○介護予防サービス（要支援 1・2）

　おとしより相談センター（地域包括支援センター）または介護予防支援の指定を受けた居
宅介護支援事業所に依頼して介護予防ケアプランを作成してもらいます（介護予防ケアプラ
ンは自己作成することもできます）。それに基づき、サービスを利用します。
　また、介護予防サービスとサービス・活動事業（39ページ参照）をあわせて利用できます。
※一部利用できないものもあります。

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

×
「サービス・活動事業」の

訪問型サービス（P40）が利用できます。
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

お問合せ
介護保険課　給付係　
☎ 3579-2356
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要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

×
「サービス・活動事業」の

訪問型サービス（P40）が利用できます。
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

介護サービス・介護予防サービスの内容
● 個人の心身の状態に合わせたケアプラン・介護予防ケアプランを作り、
　それに基づいてサービスを利用します。

○介護サービス（要介護 1～ 5）

在宅でサービスを利用したい　
　依頼する居宅介護支援事業者を選び、ケア
マネジャーと面接して、ケアプランを作成して
もらいます（自己作成することもできます）。
介護保険サービスを提供する事業者と契約し、
ケアプランに基づいたサービスを利用します。

施設に入所したい（P35）
　入所を希望する施設に、利用者が直接申
込み契約します。入所した施設のケアマネ
ジャーに作成してもらったケアプランに基
づき、サービスを利用します。

①在宅サービス（介護予防サービス含む）
　居宅を訪問してもらう訪問系サービスや施設に通って受ける通所系サービ
スなどがあります。組み合わせて利用することができます。

種　類 内　容

訪 問 介 護
（ホームヘルプサービス）

ホームヘルパー（訪問介護員）による居宅での身体介護や生活援助を行い
ます。

訪 問 入 浴 介 護 居宅を訪問し移動入浴車などで、入浴介護を行います。

訪問リハビリテーション 理学療法士や作業療法士などが居宅を訪問し、リハビリをします。

訪 問 看 護 看護師などが居宅を訪問し、病状の観察や床ずれのケアなどを行います。

居 宅 療 養 管 理 指 導 医師、歯科医師、薬剤師などが居宅を訪問し、療養上の健康管理や指導・
助言を行います。

通 所 介 護
（ デ イ サ ー ビ ス ）

デイサービスセンターなどで日常生活上の支援や、生活行為向上のための支
援を日帰りで行います。

通所リハビリテーション
（ デ イ ケ ア ）

介護老人保健施設や医療機関などで、日常生活上の支援や、生活行為向上
のためのリハビリを日帰りで行います。

特定施設入居者生活介護 有料老人ホームなどに入居している方に、日常生活上の支援や介護を提供し
ます。

短 期 入 所 生 活 介 護
（ シ ョ ー ト ス テ イ ）

特別養護老人ホームなどに短期間入所した方に、日常生活上の支援や機能
訓練などを行います。

短 期 入 所 療 養 介 護
（医療型ショートステイ）

介護老人保健施設などに短期間入所した方に、医療上のケアを含む日常生活
上の支援や機能訓練、医師の診察などを行います。

4

33 34

介
護
保
険
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

● サービスを利用した場合、原則としてかかった費用の 1割～ 3割をサー
　 ビス事業者に支払います。自己負担割合は所得に応じて決まります。
    ※利用者負担の軽減制度があります（37ページ参照）。

○介護予防サービス（要支援 1・2）

　おとしより相談センター（地域包括支援センター）または介護予防支援の指定を受けた居
宅介護支援事業所に依頼して介護予防ケアプランを作成してもらいます（介護予防ケアプラ
ンは自己作成することもできます）。それに基づき、サービスを利用します。
　また、介護予防サービスとサービス・活動事業（39ページ参照）をあわせて利用できます。
※一部利用できないものもあります。

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

×
「サービス・活動事業」の

訪問型サービス（P40）が利用できます。
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

お問合せ
介護保険課　給付係　
☎ 3579-2356
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要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

× × △
原則要介護 3以上の方 ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

△
一部利用できない福祉用具があります。 ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○

種　類 内　容
介 護 老 人 福 祉 施 設　　
（特別養護老人ホーム）

常時介護が必要で、家庭での生活が困難な方のための施設で、日常生活
上の支援や介護を提供します。

介 護 老 人 保 健 施 設 状態が安定している方が、在宅復帰を目指すための施設で、リハビリを中
心とする医療ケアと介護を提供します。

介 護 医 療 院 主として長期の療養が必要な方に対し、療養上の管理、看護、医学的管
理の下による介護、医療及び日常生活上の支援を提供します。

②施設サービス
　介護が中心か治療が中心かなどによって入所する施設を選択します。利用料の自
己負担の他に食費・居住費等がかかります。

種　類 内　容

福 祉 用 具 貸 与 日常生活の自立を助けるための福祉用具（車いすや特殊寝台等）を借り
ることができます。

特 定 福 祉 用 具 購 入 特定の福祉用具を、指定の事業者から購入したとき購入費が支給されま
す。年間 10万円が上限で、その 1～ 3割が自己負担です。

住 宅 改 修 事前に申請をして居宅での手すりの取り付けなどの改修をしたとき改修費
が支給されます。20万円が上限で、その 1～ 3割が自己負担です。

③生活環境を整えるサービス
　自立した生活を目指すために、福祉用具のレンタル（貸与）や購入費を支給する
サービス、住宅改修費を支給するサービスがあります。

④地域密着型サービス
　可能な限り、住み慣れた地域で生活できるように支援するための、介護保険で利
用できるサービスです。

種　類 内　容
小 規 模 多 機 能 型
居 宅 介 護

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問や泊まりのサービスを組み合
わせて提供します。

看 護 小 規 模 多 機 能 型
居 宅 介 護

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問（介護と看護）や泊まりのサー
ビスを組み合わせて提供します。

地 域 密 着 型 特 定 施 設
入 居 者 生 活 介 護

定員 29人以下の小規模な有料老人ホームの入居者に日常生活の支援や
機能訓練を行います。

認 知 症 対 応 型
通 所 介 護

認知症の方を対象に、食事・入浴・排せつなど日常生活の支援や機能訓
練を日帰りで行います。

認知症対応型共同生活
介護（グループホーム） 認知症の方が、スタッフの介護を受けながら共同生活する施設です。

夜 間 対 応 型
訪 問 介 護 夜間にヘルパーが定期的に巡回もしくは随時訪問して介護を行います。

定期巡回・随時対応型
訪 問 介 護 看 護

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携
しながら、定期巡回と随時の対応を行います。

地 域 密 着 型
通 所 介 護

定員が18人以下の小規模なデイサービスセンターで、食事・入浴・排せ
つなどの日常生活の支援や機能訓練を日帰りで行います。
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要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

× × △
原則要介護 3以上の方 ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

△
一部利用できない福祉用具があります。 ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○
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要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

× × △
原則要介護 3以上の方 ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

△
一部利用できない福祉用具があります。 ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○

種　類 内　容
介 護 老 人 福 祉 施 設　　
（特別養護老人ホーム）

常時介護が必要で、家庭での生活が困難な方のための施設で、日常生活
上の支援や介護を提供します。

介 護 老 人 保 健 施 設 状態が安定している方が、在宅復帰を目指すための施設で、リハビリを中
心とする医療ケアと介護を提供します。

介 護 医 療 院 主として長期の療養が必要な方に対し、療養上の管理、看護、医学的管
理の下による介護、医療及び日常生活上の支援を提供します。

②施設サービス
　介護が中心か治療が中心かなどによって入所する施設を選択します。利用料の自
己負担の他に食費・居住費等がかかります。

種　類 内　容

福 祉 用 具 貸 与 日常生活の自立を助けるための福祉用具（車いすや特殊寝台等）を借り
ることができます。

特 定 福 祉 用 具 購 入 特定の福祉用具を、指定の事業者から購入したとき購入費が支給されま
す。年間 10万円が上限で、その 1～ 3割が自己負担です。

住 宅 改 修 事前に申請をして居宅での手すりの取り付けなどの改修をしたとき改修費
が支給されます。20万円が上限で、その 1～ 3割が自己負担です。

③生活環境を整えるサービス
　自立した生活を目指すために、福祉用具のレンタル（貸与）や購入費を支給する
サービス、住宅改修費を支給するサービスがあります。

④地域密着型サービス
　可能な限り、住み慣れた地域で生活できるように支援するための、介護保険で利
用できるサービスです。

種　類 内　容
小 規 模 多 機 能 型
居 宅 介 護

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問や泊まりのサービスを組み合
わせて提供します。

看 護 小 規 模 多 機 能 型
居 宅 介 護

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問（介護と看護）や泊まりのサー
ビスを組み合わせて提供します。

地 域 密 着 型 特 定 施 設
入 居 者 生 活 介 護

定員 29人以下の小規模な有料老人ホームの入居者に日常生活の支援や
機能訓練を行います。

認 知 症 対 応 型
通 所 介 護

認知症の方を対象に、食事・入浴・排せつなど日常生活の支援や機能訓
練を日帰りで行います。

認知症対応型共同生活
介護（グループホーム） 認知症の方が、スタッフの介護を受けながら共同生活する施設です。

夜 間 対 応 型
訪 問 介 護 夜間にヘルパーが定期的に巡回もしくは随時訪問して介護を行います。

定期巡回・随時対応型
訪 問 介 護 看 護

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携
しながら、定期巡回と随時の対応を行います。

地 域 密 着 型
通 所 介 護

定員が18人以下の小規模なデイサービスセンターで、食事・入浴・排せ
つなどの日常生活の支援や機能訓練を日帰りで行います。
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要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

× × △
原則要介護 3以上の方 ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

△
一部利用できない福祉用具があります。 ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3～ 5

○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○

× × ○ ○ ○
×

「サービス・活動事業」の
通所型サービス（P40）が利用できます。

○ ○ ○
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介護保険サービス利用者負担軽減制度
介護保険を利用しやすくするために、利用者負担の軽減制度があります。

いずれも申請が必要です。

種　類 内　容

居住費（滞在費）及び
食費の負担額軽減制度
（負担限度額認定）

低所得の方が介護保険施設（ショートステイを含む）を利用する
とき、居住費（滞在費）および食費の負担が軽減されます。対
象の方は世帯全員および配偶者が住民税非課税、預貯金額等が
基準額以下の方です。※預貯金額等の基準額については所得段
階に応じて定められています。

生計困難者に対する
介護サービス利用者
負 担 の 軽 減

低所得で生計が困難な方が介護サービスを利用するとき、過重な
負担にならないよう、利用者負担額が軽減されます。（この制度
に参加している介護サービス事業者利用時に限ります。）

高額介護（予防）
サ ー ビ ス 費

同じ月に利用したサービスの利用者負担の合計額が、所得に応じ
た一定の上限額を超えたときは、申請により超えた分が「高額介
護（予防）サービス費等」として後から支給されます。該当の
方には区より申請書が送付されます。※施設等利用時の食費・居
住費・日常生活費等及び、住宅改修費、特定福祉用具購入費等
については利用者負担の合計額には含みません。

高 額 医 療 合 算
（ 介 護 予 防 ）
サ ー ビ ス 費

1年間（毎年8月～翌年 7月）の介護保険と医療保険の利用者
負担の合計額が、所得区分に応じた上限額を超えたとき、高額医
療合算介護（介護予防）サービス費として、超えた分を後から
支給します。該当の方には、医療保険から申請書が送付されます。
※施設等利用時の食費・居住費・日常生活費等及び、住宅改修費、
　特定福祉用具購入費等については利用者負担の合計額には含
　みません。

受領委任払い制度

住宅改修や福祉用具購入は、いったん全額が利用者本人の負担と
なり、後日保険給付分が戻されます（償還払い）。受領委任払い
制度を選択した場合、利用者が本人負担分のみを登録販売事業
者・登録施工事業者に支払うだけでサービスが利用できます｡

貸 付 制 度
住宅改修費や福祉用具購入費の支払い、および高額介護（予防）
サービス費が支給されるまでの間の経済的負担を軽減するため、
保険給付見込額の範囲内で資金を無利子でお貸しします。

災害等の減免制度 災害等の特別な事情により利用者負担分を支払うことが一時的に
困難なときは、利用者負担分が免除になります。

お問合せ
介護保険課　給付係　
☎ 3579-2356
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介護保険料について
介護保険は、みなさんの保険料が大切な財源になっています。だれもが

安心してサービスを利用できるよう、保険料は忘れずにお納めください。

①65歳以上の方（第1号被保険者）の保険料
区市町村ごとに、介護保険のサービスに必要な費用などから算出された「基

準額」をもとに定めています。板橋区では所得などに応じた 17 段階の「所得
段階別保険料」が採用され、低所得者の負担が軽減されています。

○保険料を軽減する制度（申請が必要です）

・災害等の減免制度
災害等の特別な事情により保険料を支払うことが一時的に困難なときは、保
険料の徴収猶予（6か月以内の期間）や減免をします。

・生計が困難な方の保険料減額制度
介護保険料の所得段階が「第 2段階」または「第 3段階」であること、世帯
の年間収入額及び預貯金額が基準以下であること等の、一定の条件をすべて
満たす方の保険料を減額します。

②40歳以上 65歳未満の方（第2号被保険者）の保険料
40 歳以上 65歳未満の方の保険料は、加入している医療保険の算出方法によ

り決められます。医療保険料と一括して納めます。

お問合せ

①介護保険課　資格保険料係　
☎ 3579-2359
②各医療保険者
☎（医療保険証をご覧ください）
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介護保険サービス利用者負担軽減制度
介護保険を利用しやすくするために、利用者負担の軽減制度があります。

いずれも申請が必要です。

種　類 内　容

居住費（滞在費）及び
食費の負担額軽減制度
（負担限度額認定）

低所得の方が介護保険施設（ショートステイを含む）を利用する
とき、居住費（滞在費）および食費の負担が軽減されます。対
象の方は世帯全員および配偶者が住民税非課税、預貯金額等が
基準額以下の方です。※預貯金額等の基準額については所得段
階に応じて定められています。

生計困難者に対する
介護サービス利用者
負 担 の 軽 減

低所得で生計が困難な方が介護サービスを利用するとき、過重な
負担にならないよう、利用者負担額が軽減されます。（この制度
に参加している介護サービス事業者利用時に限ります。）

高額介護（予防）
サ ー ビ ス 費

同じ月に利用したサービスの利用者負担の合計額が、所得に応じ
た一定の上限額を超えたときは、申請により超えた分が「高額介
護（予防）サービス費等」として後から支給されます。該当の
方には区より申請書が送付されます。※施設等利用時の食費・居
住費・日常生活費等及び、住宅改修費、特定福祉用具購入費等
については利用者負担の合計額には含みません。

高 額 医 療 合 算
（ 介 護 予 防 ）
サ ー ビ ス 費

1年間（毎年8月～翌年 7月）の介護保険と医療保険の利用者
負担の合計額が、所得区分に応じた上限額を超えたとき、高額医
療合算介護（介護予防）サービス費として、超えた分を後から
支給します。該当の方には、医療保険から申請書が送付されます。
※施設等利用時の食費・居住費・日常生活費等及び、住宅改修費、
　特定福祉用具購入費等については利用者負担の合計額には含
　みません。

受領委任払い制度

住宅改修や福祉用具購入は、いったん全額が利用者本人の負担と
なり、後日保険給付分が戻されます（償還払い）。受領委任払い
制度を選択した場合、利用者が本人負担分のみを登録販売事業
者・登録施工事業者に支払うだけでサービスが利用できます｡

貸 付 制 度
住宅改修費や福祉用具購入費の支払い、および高額介護（予防）
サービス費が支給されるまでの間の経済的負担を軽減するため、
保険給付見込額の範囲内で資金を無利子でお貸しします。

災害等の減免制度 災害等の特別な事情により利用者負担分を支払うことが一時的に
困難なときは、利用者負担分が免除になります。

お問合せ
介護保険課　給付係　
☎ 3579-2356
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介護保険料について
介護保険は、みなさんの保険料が大切な財源になっています。だれもが

安心してサービスを利用できるよう、保険料は忘れずにお納めください。

①65歳以上の方（第1号被保険者）の保険料
区市町村ごとに、介護保険のサービスに必要な費用などから算出された「基

準額」をもとに定めています。板橋区では所得などに応じた 17 段階の「所得
段階別保険料」が採用され、低所得者の負担が軽減されています。

○保険料を軽減する制度（申請が必要です）

・災害等の減免制度
災害等の特別な事情により保険料を支払うことが一時的に困難なときは、保
険料の徴収猶予（6か月以内の期間）や減免をします。

・生計が困難な方の保険料減額制度
介護保険料の所得段階が「第 2段階」または「第 3段階」であること、世帯
の年間収入額及び預貯金額が基準以下であること等の、一定の条件をすべて
満たす方の保険料を減額します。

②40歳以上 65歳未満の方（第2号被保険者）の保険料
40 歳以上 65歳未満の方の保険料は、加入している医療保険の算出方法によ

り決められます。医療保険料と一括して納めます。

お問合せ

①介護保険課　資格保険料係　
☎ 3579-2359
②各医療保険者
☎（医療保険証をご覧ください）
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お問合せ サービス一覧表（P40～ 41）でご確認ください。

（２）介護予防
介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）
　総合事業は、高齢者に住み慣れた地域で自立した生活を送っていただくため
の事業です。大きく 2つに分類されます。

サービス・活動事業
○事業内容
訪問型サービス（ホームヘルプ）や通所型
サービス（デイサービス）など

○対象者
・「要支援認定（31ページ参照）」を受けて
いる方

・「元気力（生活機能）チェックシート」に
より生活機能の低下がみられた方（事業
対象者）

○利用について
・ 要介護（要支援）認定の手続きをしてい
なくても元気力（生活機能）チェックシー
トによる判定で、迅速に必要なサービス
を受けることができます。（※事業対象者
の方は一部事業の利用制限があります。）

・おとしより相談センター（地域包括支援
  センター 54・62ページ参照）が利用の
  ご相談をお受けします。

○サービス一覧表  P.40

一 般 介 護 予 防 事 業
○事業内容
健康体操や各種講座などの介護予防を目的
とした事業

○対象者
・65歳以上（第 1号被保険者）のすべての方
  （一部事業は、要介護・要支援の方を除く）
※各教室や講座ごとに対象者が異なります。

○利用について
・高齢者の健康づくりや、早い時期からの
  介護予防への取り組みのため実施してい
  る教室や事業で、広報等で募集をします。
・利用についてはサービス一覧表に記載さ
  れた各事業のお問合せ先へ

○サービス一覧表 P.41

対　 象 ・要介護・要支援の認定を受けていない 65歳以上の方

元気力（生活機能）チェックシート
　日常生活に必要な機能が低下していないかを確認するための質問票です。生活
機能の低下がみられた方には、「サービス・活動事業（P40 参照）」などをご案内
します。費用は無料です。

お問合せ お住まいの地域のおとしより相談センター（P62参照）
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○サービス・活動事業
※ ①の事業は要支援 1・2の方、②の事業は事業対象者および要支援 1・2の
    方がご利用いただけます。

事業名 内　容 費用等（自己負担 1割の目安）

予 防 訪 問
サ ー ビ ス

ホームヘルパーが自宅を訪問し、生活援
助サービスや食事・入浴・排せつ介助な
どの身体介護サービスを提供します。

○週 1回程度利用 1,585 円 / 月
○週 2回程度利用 3,166 円 / 月
○週 2回を超える利用
（要支援 2のみ） 5,022 円 / 月

生 活 援 助 訪 問
サ ー ビ ス

ホームヘルパー等が自宅を訪問し、1回 60
分以内の生活援助サービスを提供します
（身体介護サービスは対象外）。

○週 1回程度利用 1,356 円 / 月
○週 2回程度利用 2,711 円 / 月

シルバー人材センター
訪 問 型 生 活
支 援 サ ー ビ ス

シルバー人材センターの登録会員が自宅を訪
問し、1回 60 分以内の生活援助サービスを
提供します（身体介護サービスは対象外）。

○週 1回程度利用　918 円 / 月
○週 2回程度利用 1,836 円 / 月

予 防 通 所
サ ー ビ ス

デイサービスセンターに通って、食事・入浴・
排せつなどの介助や機能訓練を行います。
1回あたり5時間以上のサービスになります。

○週 1回程度利用 2,130 円 / 月
○週 2回程度利用
（要支援 2のみ） 4,276 円 / 月
※別途、食費、日常生活費等が
かかる場合があります。

生 活 援 助 通 所
サ ー ビ ス

デイサービスセンターに通って、生活機
能の維持・向上を目指した機能訓練やレ
クリエーション等を行います。1回あたり
5時間未満のサービスになります。

○週 1回程度利用 1,958 円 / 月
○週 2回程度利用  
（要支援 2のみ） 3,996 円 / 月
※別途、食費、日常生活費等が
かかる場合があります。

②

運 動 コ ー ス
専門の指導員によりストレッチや筋トレ
の正しいやり方を学びながら、転倒やケ
ガをしにくい体づくりを行います。

全 12回（概ね 3か月）
2,400 円（1コース）

食 事 で で き る
体づくりコース

低栄養予防の知識や栄養バランスの良い食
事につながる簡単レシピの紹介を行います。

全 12回（概ね 3か月）
2,400 円（1コース）

健
けん

口
こう

カ ム カムコース

「噛む」「飲み込む」機能のために、口周
りの筋肉のトレーニングを行い、口腔機
能の向上を図ります。

全 8回（概ね 2か月）
1,600 円（1コース）

元気花まるコース
体操や趣味活動など幅広いプログラムに
取り組み、自身の「できる」「やりたい」
を見つけることができます。

全 20回（概ね 6か月）
4,000 円（1コース）

住 民 主 体 の
通所型サービス

地域住民（NPO法人・ボランティア団体
など）が主体となり実施する介護予防サー
ビスです。会食や体操、レクリエーショ
ンなどを行います。

サービス実施団体が設定
※材料費等の実費負担あり

住 民 主 体 の
訪問型サービス

地域住民（NPO法人・ボランティア団体
など）が主体となり実施する介護予防サー
ビスです。身体介護を含まない掃除・洗濯・
ごみ出しなどの生活援助を行います。

サービス実施団体が設定

お問合せ
①お住まいの地域のおとしより相談センターへ
②生涯活躍推進課　フレイル・介護予防係　☎ 3579-2293

※②の利用についてはお住まいの地域のおとしより相談センターにご相談ください。

①
（
要
支
援
１
・
２
の
方
対
象
）
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お問合せ サービス一覧表（P40～ 41）でご確認ください。

（２）介護予防
介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）
　総合事業は、高齢者に住み慣れた地域で自立した生活を送っていただくため
の事業です。大きく 2つに分類されます。

サービス・活動事業
○事業内容
訪問型サービス（ホームヘルプ）や通所型
サービス（デイサービス）など

○対象者
・「要支援認定（31ページ参照）」を受けて
いる方

・「元気力（生活機能）チェックシート」に
より生活機能の低下がみられた方（事業
対象者）

○利用について
・ 要介護（要支援）認定の手続きをしてい
なくても元気力（生活機能）チェックシー
トによる判定で、迅速に必要なサービス
を受けることができます。（※事業対象者
の方は一部事業の利用制限があります。）

・おとしより相談センター（地域包括支援
  センター 54・62ページ参照）が利用の
  ご相談をお受けします。

○サービス一覧表  P.40

一 般 介 護 予 防 事 業
○事業内容
健康体操や各種講座などの介護予防を目的
とした事業

○対象者
・65歳以上（第 1号被保険者）のすべての方
  （一部事業は、要介護・要支援の方を除く）
※各教室や講座ごとに対象者が異なります。

○利用について
・高齢者の健康づくりや、早い時期からの
  介護予防への取り組みのため実施してい
  る教室や事業で、広報等で募集をします。
・利用についてはサービス一覧表に記載さ
  れた各事業のお問合せ先へ

○サービス一覧表 P.41

対　 象 ・要介護・要支援の認定を受けていない 65歳以上の方

元気力（生活機能）チェックシート
　日常生活に必要な機能が低下していないかを確認するための質問票です。生活
機能の低下がみられた方には、「サービス・活動事業（P40 参照）」などをご案内
します。費用は無料です。

お問合せ お住まいの地域のおとしより相談センター（P62参照）
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○サービス・活動事業
※ ①の事業は要支援 1・2の方、②の事業は事業対象者および要支援 1・2の
    方がご利用いただけます。

事業名 内　容 費用等（自己負担 1割の目安）

予 防 訪 問
サ ー ビ ス

ホームヘルパーが自宅を訪問し、生活援
助サービスや食事・入浴・排せつ介助な
どの身体介護サービスを提供します。

○週 1回程度利用 1,585 円 / 月
○週 2回程度利用 3,166 円 / 月
○週 2回を超える利用
（要支援 2のみ） 5,022 円 / 月

生 活 援 助 訪 問
サ ー ビ ス

ホームヘルパー等が自宅を訪問し、1回 60
分以内の生活援助サービスを提供します
（身体介護サービスは対象外）。

○週 1回程度利用 1,356 円 / 月
○週 2回程度利用 2,711 円 / 月

シルバー人材センター
訪 問 型 生 活
支 援 サ ー ビ ス

シルバー人材センターの登録会員が自宅を訪
問し、1回 60 分以内の生活援助サービスを
提供します（身体介護サービスは対象外）。

○週 1回程度利用　918 円 / 月
○週 2回程度利用 1,836 円 / 月

予 防 通 所
サ ー ビ ス

デイサービスセンターに通って、食事・入浴・
排せつなどの介助や機能訓練を行います。
1回あたり5時間以上のサービスになります。

○週 1回程度利用 2,130 円 / 月
○週 2回程度利用
（要支援 2のみ） 4,276 円 / 月
※別途、食費、日常生活費等が
かかる場合があります。

生 活 援 助 通 所
サ ー ビ ス

デイサービスセンターに通って、生活機
能の維持・向上を目指した機能訓練やレ
クリエーション等を行います。1回あたり
5時間未満のサービスになります。

○週 1回程度利用 1,958 円 / 月
○週 2回程度利用  
（要支援 2のみ） 3,996 円 / 月
※別途、食費、日常生活費等が
かかる場合があります。

②

運 動 コ ー ス
専門の指導員によりストレッチや筋トレ
の正しいやり方を学びながら、転倒やケ
ガをしにくい体づくりを行います。

全 12回（概ね 3か月）
2,400 円（1コース）

食 事 で で き る
体づくりコース

低栄養予防の知識や栄養バランスの良い食
事につながる簡単レシピの紹介を行います。

全 12回（概ね 3か月）
2,400 円（1コース）

健
けん

口
こう

カ ム カムコース

「噛む」「飲み込む」機能のために、口周
りの筋肉のトレーニングを行い、口腔機
能の向上を図ります。

全 8回（概ね 2か月）
1,600 円（1コース）

元気花まるコース
体操や趣味活動など幅広いプログラムに
取り組み、自身の「できる」「やりたい」
を見つけることができます。

全 20回（概ね 6か月）
4,000 円（1コース）

住 民 主 体 の
通所型サービス

地域住民（NPO法人・ボランティア団体
など）が主体となり実施する介護予防サー
ビスです。会食や体操、レクリエーショ
ンなどを行います。

サービス実施団体が設定
※材料費等の実費負担あり

住 民 主 体 の
訪問型サービス

地域住民（NPO法人・ボランティア団体
など）が主体となり実施する介護予防サー
ビスです。身体介護を含まない掃除・洗濯・
ごみ出しなどの生活援助を行います。

サービス実施団体が設定

お問合せ
①お住まいの地域のおとしより相談センターへ
②生涯活躍推進課　フレイル・介護予防係　☎ 3579-2293

※②の利用についてはお住まいの地域のおとしより相談センターにご相談ください。

①
（
要
支
援
１
・
２
の
方
対
象
）
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ウェルネス（介護予防）活動推進団体支援事業
　介護予防や健康福利を目的として活動する自主グループに、ウェルネススペー
ス等（区内 4 か所：板橋・前野・蓮根・桜川）を活動場所として提供するなどの
支援を行います。利用条件など詳細はお問い合わせください。

お問合せ
生涯活躍推進課　シニア地域づくり係

☎ 3579-2376

○一般介護予防事業
事業名 内　容 費用 お問合せ先

介 護 予 防
ス ペ ー ス 事 業

「はすのみ教室」と「さくらテラス」で、
各種講座（ヨガ・体操など）を行っています。
（1コース10回、全 3講座）

2,700 円

生涯活躍推進課　
シニア地域づくり係
☎ 3579-2376

銭 湯 で
介 護 予 防 体 操

区内 23か所の公衆浴場で月1～ 8回、
介護予防体操を行っています。
（参加は月 2回まで）

無　料

5
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高齢者福祉サービス

（1）区の高齢者福祉サービス
ひとりぐらし高齢者見守りネットワーク

高齢者見守りキーホルダー
キーホルダーを常に携帯することで、外出先で突然倒れたときなどに、見守りキー

ホルダーの識別番号により、おとしより相談センター（地域包括支援センター）・
警察署・消防署が素早く身元を確認し、緊急連絡先（親族等）につなげることが
できます。

お問合せ
生涯活躍推進課　シニア地域づくり係

☎ 3579-2376

ひとり暮らしの高齢者等を地域ぐるみで見守り支えるために、民生・児童委員、
おとしより相談センター（地域包括支援センター）などと情報交換を行い、連携
の強化を図ります。
　また、「ひとりぐらし高齢者見守り対象者名簿」を作成し、警察、消防、民生・
児童委員、おとしより相談センター（地域包括支援センター）、区で緊急時の対応
等に活用しています。

対　　象 ・原則として、70歳以上のひとり暮らしの方

登録方法 ・地域担当の民生・児童委員を通じて新規に登録するための書類
  を提出してください。

5

対　　象 ・65歳以上の方

登録方法

・住所を担当するおとしより相談センター
 （地域包括支援センター）にお申し込みください（担当地区は、
  62 ページ参照）。
・登録番号が入ったキーホルダーをお渡しします。費用は無料です。

お問合せ
生涯活躍推進課　シニア地域づくり係

☎ 3579-2376


